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（概要） 

2017 年に北太平洋亜寒帯のベーリング海で得られた海水試料中炭素 14 を測定し、同海域における海

洋表面から海底直上までの鉛直分布を得た。それらを 1990 年代および 2000 年代に観測された値と比較し

た結果、全水柱においてΔ14C の有意な時間変化を確認することが出来なかった。このことは、ベーリング

海においては過去数十年間に大気と海洋の間の 14C の収支が釣り合っていた、すなわち大気から海洋表

層に移行する 14C と海洋表層から大気へ移行するその量がほぼ等しかったことを示唆する。 
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１．目的 

 炭素 14 は、半減期 5730 年の放射性核種である。宇宙線と大気中窒素ガスとの反応によって生成される

炭素 14（天然起源炭素 14）は、地球表層圏における炭素循環のトレーサとして利用されてきた。一方、

1950－60 年代を中心に核実験によって大気中に大量に放出された炭素 14 は、天然起源炭素 14 の分布

を攪乱する一方で、過去数十年間の炭素循環を研究するための新たなトレーサとなった。化石燃料の燃

焼などによって大気中に放出された二酸化炭素（CO2）ガスがどの程度海洋に吸収されているのかを見積

もることは、今後の地球温暖化予測研究に必要不可欠である。2000 年代以降の温暖化の停滞（ハイエイ

タス）の原因は特定されていないが、CO2 ガス交換を含む大気・海洋間の相互作用が影響していることは

ほぼ確実である。海水中 CO2 濃度は生物化学的な要因でも変動するために、その増加分から推定された

海水中 CO2 の増加量には大きな不確かさが含まれる。一方、炭素 14 比（14C/12C）は生物化学的な要因に

よる変動が小さいため、CO2 増加量を把握するための有用なプロキシーとなる。従来はフロンガス（クロロ

フルオロカーボン類）がそのプロキシーとして用いられてきたが、12CO2 と 14CO2 には物理・化学的な特性の

違いがほとんどないという点が、トレーサとしての炭素 14 の利点である。可能な限り多くの海域で観測を行

い、全海洋規模の海洋中核実験起源炭素 14 の総量を求める。それを大気中の核実験起源炭素 14 の総

量と比較することで、大気・海洋間の CO2 ガスの交換量を求める。海洋中の核実験起源炭素 14 は 1970

年代の GEOSECS、1990 年代の WOCE、2000 年代以降の CLIVAR、Repeat Hydrography でも測定されて

おり、各年代における核実験起源炭素 14 総量を比較することで、大気・海洋間 CO2 交換量の変動を把握

することが可能となる。海洋研究開発機構（以下、海洋機構という）は、1999 年以降、海洋地球観測船「み

らい」を用いて、主に太平洋、インド洋、南大洋において海盆横縦断型の観測を行ってきた。その中で上記

研究目的のために、炭素 14 分析用海水を採取し測定データを得てきた。それらのデータから、2000 年代

以降における太平洋を中心とした核実験起源炭素 14 の動態が明らかにされつつある。本応募研究におい

ては、さらに炭素 14 データを蓄積し解析を進めることで、海洋における人為起源 CO2 吸収量、およびその

変動を推定することを目的とする。 

 

２．方法 

 海水試料は、2017 年 7 月～8 月に実施された国立研究開発法人海洋研究開発機構「みらい」研究航海

MR17-04 において、ベーリング海で採取された（Stn. U04, U05）。海水試料は、表面水から海底直上まで

鉛直的に採取された。航海終了後、国立研究開発法人海洋研究開発機構むつ研究所において、海水試

料から二酸化炭素ガスを抽出・精製し、さらに加速器質量分析に供するためにグラファイト化した。加速器

質量分析は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構タンデトロン施設で実施した。 

 

３．結果及び考察 
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 2017 年にベーリング海で得られた炭素 14 比（Δ14C）は、表面水で約−50‰であった。表面水から深度

2000ｍ付近までは約−50‰から約−230‰まで単調に低下し、そこから海底付近（3000～4000m）までは大

きな増減は確認できなかった。これらの 2017 年の観測データを 1990 年代、2000 年代の WOCE データ（Key 

et al., 2015; Olsen et al., 2016）と比較した結果、全水柱においてΔ14C の有意な時間変化を確認することが

出来なかった。このことは、一義的には 1990 年代以降の数十年間、北太平洋亜寒帯に位置するベーリン

グ海においては、大気と海洋の間の 14C の収支が釣り合っていた、すなわち大気から海洋表層に移行する
14C と海洋表層から大気へ移行するその量がほぼ等しかったこと示唆している。海流による亜寒帯全体の

水平移流の影響を検証する必要があるが、この亜寒帯における結果は、北太平洋の亜熱帯域で観測され

た、核実験起源炭素 14 の増加（Kumamoto et al., 2011, 2013）による過去数十年スケールのΔ14C の増加とは

対照的である。 
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